














  谷 徹也 
論文題目 
 
近世成立期の統治構造  
 
（論文内容の要旨） 
本論文は、近世成立期の政治権力の施政を、統治構造という視角から追究したもの
である。ここでいう「近世成立期」とは、戦国末期から江戸初期までを指し、かつて
幕藩制成立期の問題として捉えられてきた諸要素を、近年の中近世移行期という時期
区分を考慮に入れながら、権力・社会の相互から見直すために設定したものである。
とりわけ行論中で重視したのは豊臣期の政治・社会動向であるが、その理由は、これ
までの研究において、豊臣政権の法令や政策が時代を画する大きな原動力として取り
上げられてきたことにある。 
近年、豊臣政権の研究は盛り上がりを見せている。基礎史料集の整備や個別実証の
蓄積によって研究の緻密さは各段に増し、具体的な政治過程が明らかにされつつあ
る。その一方で、それらを包括する議論や枠組みが提示されていないのもまた事実で
ある。本論文では、そのような研究状況を前進させる第一歩として、構造論の再構築
を目指した。その際に着目した先行研究の問題点は、次の２点である。 
まず、政権の内部構造の不明確さである。１９６０年代以降の幕藩制成立史研究の
中では、豊臣政権の集権性が論じられたが、政権がどのように運営され、誰がいかな
る政務を担当していたのかは未解明のままであった。その点を突いたのが１９８０年
代の山本博文氏の取次論であり、氏の提起により、秀吉の独裁と政権の内部組織の未
成熟さが強調されるようになった。しかし、奉行たちは取次だけを担当していたわけ
ではなく、実際には様々な政務を処理していた。また、時期によってその担当者は変
化していた。本論文の課題の第一は、奉行制の形成過程の復元により、政権の内部構
造を解明することにある。 
 いま一つの問題点としては、政権の発した法令や政策の貫徹性の自明視が挙げられ
る。１９５０年代の安良城盛昭氏の研究以来、豊臣政権は一つの強固な方向性を貫徹
した権力として描かれることが多かった。しかし、近年の通説批判は、そうしたイメ
ージにそぐわない多くの反例が存在することを示している。これらの成果を統合する
ためには、政権の法令や政策がどのように社会に浸透していったのかを追究すること
が求められよう。これが第二の課題である。 
 序章では、これまでの研究史を整理し、本論文の課題を設定した。時代区分を含む
大きな研究潮流と、個別研究の到達点を分析することで、本論文の位置付けを明確に
しえた。 
 第一部「豊臣政権の政治構造」では、豊臣政権の中枢において政務を処理していた
  
奉行（玄以・浅野長吉（長政）・石田三成（三也）・増田長盛・長束正家）の活動を
追うことで、政権の内部構造の解明を図った。 
第一章「豊臣氏奉行発給文書考」では、行論の前提として、奉行の発給文書の年次
比定について考察した。これまでの研究においては、奉行発給文書の年代推定を行う
際、他史料と比較したうえで、人物の通称・名乗や文中の事柄、人物の立場などが判
断材料とされてきた。しかし、本章では、そこに奉行の花押型の変化を加えること
で、年代推定の正確さの飛躍的向上が可能であることを明らかにした。特に浅野長吉
（長政）と長束正家は頻繁に花押型を変えており、奉行らの花押や通称の改変時期が
ばらばらであるため、連署をしている場合に、より年代比定が容易となる。その成果
をもとに、これまでのいくつかの研究における年次比定を改め、政権の動向について
新たな見方を提示した。また、奉行発給文書の古文書学的な分析を行い、奉行の政務
内容の概観も示した。 
 第二章「豊臣政権の算用体制」では、蔵入地から上納される蔵米の算用（決算）主
体に焦点をあてた。政権の財政文書を分類し、秀吉が発給する「請取状」「切符」
「皆済状」と奉行の発給する「算用状」について、その機能と相互関係を整理した。
算用の担当者は、初期には伊藤与左衛門の関与が見られるが、次第にその姿は確認で
きなくなる。天正１８年（１５９０）頃からは２名の奉行（増田長盛と長束正家）が
算用を担当し、文禄３年（１５９４）頃には４名へと増加、文禄５年頃に浅野長吉が
失脚し、慶長２年（１５９７）頃には石田三成が加わり、秀吉の死去前に浅野が復帰
した。このように、算用奉行の成員には時期による変遷があった。そして、先行研究
で重視されてきた文禄４年の秀次事件直後の日付を持つ起請文は、それ以前の算用の
実態を反映したものであり、その時点で算用奉行が成立したわけではないことを指摘
した。 
 第三章「豊臣政権の訴訟対応」では、政権がどのように訴訟対応を行っていたのか
に着目した。初期の村落出訴への対応を見ると、本所との結びつきの強い京郊村落で
は秀吉への直訴が行われ、玄以がそれを補佐した。畿内・近国では周辺の給人や代官
が裁定や仲裁を行っていた。それが天正１６年頃から中央の奉行２名（中心は増田長
盛）が訴訟を担当するように変化した。しかし、この段階では知音関係や利害関係に
よって、奉行自らが訴訟に巻き込まれる可能性もあった。文禄３年頃から奉行３名
（中心は増田と長束）での対応へと変わり、奉行の地位も安定した。このように、訴
訟対応に関しても、やはり担当奉行の成員には時期による変遷があることを明らかに
した。そのうえで、「公儀」としての豊臣政権の正当性を担保したのは、訴訟におけ
る裁定の公平性であったと結論づけた。 
 第四章「秀吉死後の政権運営」では、「五大老」「五奉行」による秀吉死後の政権
運営を俎上に載せた。秀吉死後の政権構想は、秀吉の「遺言」と「五大老」「五奉
行」間で交わされた「誓紙群」により固められ、彼らが政権運営を行うことを公的に
  
披露したのが「十人連判誓紙」であった。実際の「五大老」「五奉行」の活動を分析
すると、「五大老」は慶長４年正月以降は寄合の場を有さず、文書を回覧することで
合意を形成していたと推測される。その一方で、「五奉行」は「式日の参会」という
寄合を有しており、そこで算用や訴訟に対応していた。このような実態は、取次論で
否定された政権の中枢政治機構の実在を示すものである。その後、慶長４年９月の家
康の大坂入城によって「置目改」が行われ、政権運営の主導権は家康が掌握すること
となった。 
 豊臣政権の内部構造は、一定の奉行がそれぞれ独立した政務集団に属し、様々な役
割を兼任していた点に特徴がある。室町幕府の奉行人のように、特定の家から職務ご
との官僚が輩出されるのではなく、自らが領国を有する大名でもある年寄が、奉行と
して複数の政務に携わっていたのである。また、算用や訴訟の担当者は先に挙げた奉
行５名に限られており、後の「五奉行」に該当する面々は、秀吉生前にも一定のまと
まりを有していたと考えられる。こうした形態が採られた理由は、第一に秀吉が世襲
の家臣団を有していなかったこと、第二に秀吉が没して幼年の後継者（鶴松や秀頼）
が残された場合でも、政務は奉行によって通常に機能する状況を作り出すことにあっ
たと考えられる。それは、算用奉行の形成が鶴松生誕を受けたものであったことや、
秀次事件後に後継者が秀頼に一本化された際、起請文などによってその補佐体制が明
文化されたことからも裏付けられよう。 
 第二部「近世成立期における法令・政策の浸透過程」では、政権が発した法令や政
策がどのように社会に広がっていったのかを検討した。 
第五章「朝鮮出兵時の国内政策―次舟・人留・人掃―」では、朝鮮出兵時の「人
留」・次立制・「人掃」という諸政策の実務担当者に着目した。「人留」は朝鮮出兵
時に国内外の交通の要所で行われた人数改で、「人留御奉行」が配置された。また、
「舟奉行」は国内外でその役割が異なり、国内の「舟奉行」は名護屋と上方を結ぶ次
立制（通信・輸送）を担当し、名護屋と釜山を結ぶ「舟奉行」は廻送用の船の調達や
兵粮米の差配、過所の発給を行っていた。両者の性格を兼ね備えた関戸奉行は、秀次
の家臣であり、そのうちの岡本二郎右衛門は「人掃」にも関与していた。また、この
事実から、「人掃令」は天正２０年に発給されたとする三鬼清一郎氏の説の妥当性を
確認した。これらは秀吉の居所であった名護屋城から発せられており、その時々の政
治過程によって性格が変わっていった。また、そのように生み出された法令や政策
は、さらに領主層と在地において二重に歪められながらも、近世社会の形成に影響を
及ぼしていったと結論付けた。 
 第六章「豊臣政権の「喧嘩停止」と畿内・近国社会」では、「豊臣平和令」論の核
である「喧嘩停止令」の再検討を行った。根本となる事例の鳴尾・瓦林水論を示すと
考えられてきた史料は、実は複数の相論を含むものであることを明らかにした。その
成果をもとに、「喧嘩停止」は、朝鮮出兵時に畿内で村落の荒廃と向き合っていた秀
  
次周辺によって発せられたことを解明した。当時の畿内では、抑止力の空洞化によっ
て同様の村落間相論が頻発しており、留守を預かる秀次や玄以らは秩序を回復するた
めに厳罰をもって対処したと推測した。さらに、政権の法体系から考えると「喧嘩停
止」をその基本法と見做すことはできず、戦国期以来の権力と「喧嘩」の関係をも考
慮に入れると、畿内・近国において社会と対峙してきた権力側の対応の延長線上で捉
えるべき方針であったと結論づけた。 
豊臣政権は、太閤検地封建革命説以来想定されてきたほど強固な方向性を有してい
たわけではなく、法令や政策を社会に貫徹できたわけではなかった。むしろ時々の政
治状況や社会状況に影響を受けながら、前代からの蓄積を元に適切な対応を選び取っ
ていこうとしていた。このような政権の営為が、領主・領民の身分集団が相互規定を
繰り返しながら補完的な関係を築いた近世社会の成立へと実を結んだのである。 
 終章では、本論文において明らかにした成果を確認したうえで、今後の課題と若干
の展望を述べた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
（論文審査の結果の要旨） 
 本論文が対象とする豊臣政権の研究は、ここ２０年ほどの間に、諸大名家の文書が
多数整理・公開され、村落や町方についても自治体史編纂などを通じて多くの史料が
発掘、公刊され、その史料的環境が一変した。たとえば豊臣秀吉自身が発給した文書
は現在では８０００点以上が確認され、その集成史料集の刊行も始まっている。こう
した状況を踏まえて、細部にわたる個別実証が深められるとともに、太閤検地などの
諸政策の革新性やそれを遂行する政権の集権的・専制的性格など、豊臣政権全体につ
いてのイメージの見直しが始まっている。 
 論者は、豊臣時代の政策とか豊臣政権といっても、政策を立案し遂行する主体が安
易に秀吉個人に等置されたり、「政権」という語で曖昧化されており、中央政権の内
部構造そのものが明らかになっていないとして、石田三成・浅野長政らのいわゆる五
奉行に焦点をあて、その実態を具体的に明らかにすることを課題に据えた。 
 第一章「豊臣氏奉行発給文書考」では、そのための基礎作業として、五奉行が単独
ないし共同で連署して発給した３０００点にのぼる文書を集めて整理した。これらの
ほとんどは書状型式の文書で、月日はあっても年代が記されないものが多い。論者
は、それぞれの年代を確定しつつ、署名の花押形態がかなり正確に年次にしたがって
変遷を遂げていることを見いだし、それを組み合わせることで、年次比定の質が飛躍
的に向上することを示した。また、奉行２人ないし３人の連署の組み合わせや署名順
序などから、そこに、五奉行が共同で処理しつつも、寺社関係訴訟・村落関係訴訟・
財政関係など、政務の分担状況が読み取れることを示した。 
 このような基礎作業を踏まえて、第二・三・四章においては、政権の財政管理方
法、訴訟・裁判機構、政務運営における合議体制などについて、五奉行らがどのよう
に関わっていたのかを検討する。 
 第二章「豊臣政権の算用体制」では、豊臣直轄地（蔵入地）からの年貢米・金銀の
収納・支出について、秀吉自身が発給する「請取状」「切符（支出命令書）」「皆済
状（収支勘定書）」と奉行の発給する「算用状」などの文書の相互関係を確定しつ
つ、豪商代官に任せる初期の方式から、奉行による財政管理体制への展開を明らかに
した。第三章「豊臣政権の訴訟対応」では、村落文書や公家・僧侶の日記を駆使しつ
つ、裁定文書が単独署名から複数名連署に変わるなど、個々の奉行がもつ個別的利害
関係を克服して、公平性・正当性を担保しうる裁定の構造が作り上げられたことを示
す。第四章「秀吉死後の政権運営」では、これまで、秀吉が幼い秀頼のために死後の
政権運営の原則を明示した遺言などによって論じられてきた五大老・五奉行制の実態
を再検討し、五大老が基本的に合議の場をもたず、文書を回覧することで合意を形成
していたのに対し、五奉行は「式日の参会」という定期的な寄合の場で算用や訴訟に
対応していたことを明らかにし、秀吉生前についても、単なる秀吉の専制としてでは
なく、一定の中央政治機構の存在と機能を解明せねばならないことを示した。 
  
 本論文後半の第五章・第六章は、現在学界で論争中の「人掃令」・「喧嘩停止令」
が取り上げられ、それら法令・政策の執行（浸透）過程が詳細に分析される。 
第五章「朝鮮出兵時の国内政策」では、豊臣秀次によって発令された全国戸口・人
口調査である「人掃」が、朝鮮出兵時における兵力・労働力動員とその逃亡抑止のた
めの「人留」政策などと共通する実務担当者によって遂行された一連の政策であるこ
とを明らかにした。また、第六章「豊臣政権の｢喧嘩停止｣と畿内近国社会」では、い
わゆる「豊臣平和令」のうち、大名間の領地争いではなく、村落社会における紛争や
自力救済の暴力行使を抑止する「喧嘩停止」について論じ、朝鮮出兵時の在京留守政
権である豊臣秀次が、民間の暴力発動による戦時下の秩序破壊を過酷な刑罰でもって
押さえこもうとした政策であることを示した。論者はこれらによって、全国戸口調査
や「豊臣平和令」の権原を、安易に関白のもつ国制上の統治権に求めるのではなく、
朝鮮出兵時に直面した具体的状況への政策対応として解き明かしたのである。 
 以上のように本論文は、第一に、最新の史料的環境が供与する膨大な史料群を駆使
して、個々の文書の年次比定および花押型や様式論などの丁寧な古文書学的検討をふ
まえつつ立論されていること。第二に、政権構造分析を秀吉の専制性に解消せず、政
権の人的機構・構成における合議体制、政務・機能分担、政策執行などを具体的に分
析することで解明するという、明確な見通しと方法的戦略をもっていること。第三
に、法令や政策を、まずは政権が直面した政治社会状況の中で具体的に解明しようと
した点において、現在の豊臣政権期政治史研究の最も新しい問題意識を提示し、重要
な成果をあげた研究であると評価されよう。 
しかし同時に本論文に残された課題も明瞭である。一つは、その対象がとりあえず
は豊臣政権期に限定されていることである。もちろんそのことによって、本論文の各
章は、過去の研究史との違いを鮮明にした明快な論文として諸学会誌に掲載されてき
たのであるが、やはり、徳川政権における中央政務機構（老中制や三奉行など）への
展望を語るべきであろう。また、戦時体制下における政策の「浸透」過程というだけ
でなく、この時期の村落社会・地域社会がもった諸矛盾と諸政策との構造的な連関
を、広く中世から近世への視野において押さえるべきであろう。そのことへの展望は
なお不明確ではあるが、本論文の表題「近世成立期の統治構造」は、それが論者の目
標として自覚され、次の成果のための作業が進められつつあることを示している。 
 以上、審査したところにより、本論文は博士（文学）の学位論文として価値あるも
のと認められる。平成２８年５月１８日、調査委員３名が論文内容とそれに関連した
事柄について口頭試問を行った結果、合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと判断し、公表
に際しては、当分の間、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすること
を認める。 
 
